
『『省省エエネネ設設備備等等のの導導入入でで環環境境価価値値のの創創造造ををししたたいい』』  
Ｊ－クレジット制度 

                                   

                                 

                             

                                   

 
 
対象となる方  

・省エネ設備の導入（ボイラー等）、再生可能エネルギー（太陽光等）の活用等を検討・実施し 
ている方  ※既に実施している場合は、平成25年4月1日以降の設備導入等に限ります。 

 
支援内容  
 Ｊ－クレジット制度の申請に必要な以下の手続について支援を行います。 

（１）プロジェクト計画書の作成支援  
「どんなCO2排出削減を実施するか」を記載した計画書を作成する際に必要な費用

支援が受けられます。 
（２）審査機関によるプロジェクト計画書の審査支援  

「プロジェクト計画が本制度の規定に沿っているか」を審査機関が事前に確認する際

に必要な費用支援が受けられます。 
（３）モニタリング報告書の作成支援  

プロジェクト計画に基づき、排出削減量を算定するための計測や実績を記録した「モ

   ニタリング報告書」を作成する際に必要な費用支援が受けられます。 
（４）審査機関によるモニタリング報告書の検証支援  

「モニタリング方法等が本制度の規定に沿って行われているか」を審査機関が事前に

確認する際に必要な費用支援が受けられます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
ご利用方法 
 詳細は下記URL又はＪ－クレジット制度事務局までお問い合わせください。 

 「Ｊ－クレジット制度ホームページ」 URL：http://japancredit.go.jp/ 
 
 

 
 
 

お問い合わせ先 
・みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第 2 部 Ｊ－クレジット制度事務局 

    電話：03-5281-7588（直通） / E-mail：help@jcre.jp 

 省エネ設備の導入等による CO2 の排出削減量等を、クレジットとして国が認証します。クレジット

は売買でき、クレジットの売却益はクレジット創出者に還元され、投資回収やさらなる省エネ投資に

活用できます。クレジット購入者は、カーボン・オフセットや温対法の報告にクレジットを活用できます。 

 

『『イインンタターーネネッットト（（EECCササイイトト））をを活活用用ししてて販販路路開開拓拓にに取取組組みみたたいい』』  
 

インターネットを活用した小規模事業者の販路開拓支援 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 
対象となる方  

EC（Eコマース）サイトを活用して、販路開拓・売上向上に取り組もうと考える小規模事業者
等の方 

 
支援内容 

事業者が生産加工した魅力的な商品をECサイト「ニッポンセレクト.com」に登録して頂く
ことで、以下の様な好条件で、消費者等に商品を広くPRし販売を支援します。 

 

■課題を解決する売り場と機能を提供 

・出店・出品料すべて無料 

・商品ページはプロが制作（無料） 

・TV・インターネット・雑誌等を利用した広告宣伝 

・カスタマーサポート 

・決済＆物流代行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ご利用方法 

ECサイト「ニッポンセレクト.com」HP（URL:http://www.nipponselect.com/）からお申込み 

または、下記の「お問い合わせ先」にお問い合わせ下さい。 
 
 
 お問い合わせ先 
  全国商工会連合会 電話：03-6268-0083（組織運営部情報課） 

  URL: http://www.shokokai.or.jp/ 

インターネット（EC サイト）において小規模事業者等の優れた産品を紹介・販売することで、商品展

開力・販売力の向上等を支援します。 

 

出品 

 

PR・販売 

EC サイト「ニッポンセレクト.com」 
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